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第１章：発明創出から権利行使までの流れ



発明の創出 出願権利化 ポートフォリオ管理 クリアランス
ライセンス 係争

発明創出から権利行使まで

事
業
の
成
功



内容
クローズ オープン

秘匿 独占 ライセンス 公知化
特許権 なし あり あり なし

公開／秘匿 秘匿 公開

狙い 真似させない
企業秘密

真似させない
独占排他権

コントロール
実施料収入

市場の拡大
他社権利化阻止

オープン＆クローズ戦略



メリット／デメリット

出典：会社の秘密を守るには（独立特許法人 工業所有権情報・研修館)

アカデミアは、基本的に論文や学会等で研究成果を公開し、科学を発展させることが目的
⇩

秘匿化に向かないことも多い



出願要否の判断 公開／秘匿判断

特許ワークブック 書いてみよう特許明細書出してみよう特許出願 特許庁
独立行政法人 工業所有権情報・研修館発行 ２０１１年 から引用

近年は画一的な物差し
では評価しにくくなっ
ている。
（要因）
・知財戦略の高度化
・知財活用の多様化
・技術革新の高速化
・人材流動の多様化
・ソフトウェアリッチ

出願要否判断の本質は、それを活用して成果の社会実装に貢献できるか否かにある。



創業期を振り返って思うこと

IT系：知的財産を出願しておくべきだった・・・

医療・バイオ系：より強い特許とすべきだった・・・

（出典：平成 29 年度 特許庁産業財産権制度問題調査研究報告書
「スタートアップが直面する知的財産の課題および支援策の在り方に関する調査研究報告書」）

特許の権利範囲が
十分に検討できていない
と感じる人が多い。

それでは、強い特許とは？



発明の把握

この発明による技術の進歩とは
発明の中心機能、課題は何か
✓発明の中心機能（本質）の分析
✓発明を（図面）に書き表してみる

機能を発揮する最低限の要素は何か
どの範囲まで適用できるか
✓機能を他の手段に置き換えてみる
✓他の技術分野の技術シーズを適用してみる
✓他の技術分野への用途を探す

企業秘密とすべき発明か

最大限の権利とするために発明の本質を見極める

特許ワークブック 書いてみよう特許明細書出してみよう特許出願 特許庁
独立行政法人 工業所有権情報・研修館発行 ２０１１年 を元に作成



質問：「六角形状」が本質ですか？

発明の本質を把握する
例：鉛筆の断面形状
【従来の課題】
丸くて机上で転がって
落下しやすい

【技術の進歩】
断面を六角形状にす
ると転がらない

【発明の中心機能】
『転がらない』ことが中心機能（本質）
⇨六角形に限られない

【最低限の要素】
思考１：四角形、五角形、六角形・・・
思考２：正多角形、多角形
思考３：断面形状において少なくとも１箇所の

直線を有する

アイデアの上位概念化

質問：これでいいですか？【どの範囲まで適用できるか】
思考１：ハート型は・・・？
思考２：鉛筆だけでなく筆記具？

【企業秘密とすべき発明か】
・公開のメリット＆デメリット
・秘匿のメリット＆デメリット

発明が把握できた

⇨もっと表現を上位概念化する
⇨別の請求項に記載する
⇨別出願とする



アイデア上位概念化

下位概念
（具体的）

上位概念
（抽象的）

正六角形

多角形

断面形状において
少なくとも１箇所の

直線を有する

本質『転がらない』

本質『転がらない』

本質『転がらない』

最初のアイデア

アイデアの本質



従来技術との関係（適切な権利範囲とは）

特許ワークブック 書いてみよう特許明細書出してみよう特許出願 特許庁
独立行政法人 工業所有権情報・研修館発行 ２０１１年 を元に作成

公
知
の
従
来
技
術

あり↑

なし↓

進
歩
性

1

3

出願

出願

出願

2

進歩性あり
権利範囲→小さい

過剰な差異づけ進歩性あり
権利範囲→適正

進歩性なし
公知の従来技術の差
異付けが不足

従来技術の水準を適切に認識している場合

従来技術の水準を高
く認識している場合

従来技術の水準を低く誤認している場合

【請求項１】低密度ポリエチレン
で被覆した電線

【請求項１】合成樹脂で被覆した
電線

【請求項１】分子量が○○～
××の低密度ポリエチレンで被
覆した電線

従来技術
・ポリエチレン樹脂材料

※適切な権利取得を目指すために、従来技術と発明の本質の把握は重要

特許
拒絶

狭い権利

広い権利

×

○

△



発明の創出 出願権利化 ポートフォリオ管理 クリアランス
ライセンス 係争

発明創出から権利行使まで



出願権利化の手続き

発明者 知財部

特許事務所

届出書
（発明提案書）

発明をしたので届け出ます。
【発明者】 ○○ ○○
【概要】 ○○○○○○○○
【発明の構成】 ○○○○
【効果】 ○○○○
・・・

特許庁

出願依頼
出願手続きを依頼します。
【発明者】 ○○ ○○
【概要】 ○○○○○○○○
【発明の構成】 ○○○○
【効果】 ○○○○
・・・

特許願
【書類名】 特許願
【あて先】 特許庁長官殿
【国際特許分類
【住所又は居所】
【氏名】

【特許出願人】
【識別番号】
【氏名又は名称】
【代理人】
【識別番号】

発明の本質を把握
アイデア上位概念化

◆上位概念化した発明で出願要否を判断

◆上位概念化は特許事務所の弁理士も活用



出願から権利化までの手続き

出典：経済産業省 四国経済産業局HP



出願から権利化までの手続き

特
許
出
願

審
査
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求

拒
絶
理
由
通
知

特
許
査
定

拒
絶
査
定

審
判

訴
訟

設
定
登
録

審
査

意
見
書

補
正
書

出願 中間対応 登録（権利化）
出典：経済産業省 四国経済産業局HP



時間スケール

特許行政年次報告書 2021年度版をもとに作成

出願審査請求は出願日から3年以内

平均15.0ヵ月(2020年)

権利化までの期間(標準審査期間)

平均10.2ヵ月(2020年)

特許出願日 出願審査請求 最初の拒絶理由通知 特許査定

一次審査通知までの期間
(First OAまでの期間)

補正書・意見書提出

審査において拒絶理由通知が1回なされ、応答後、特許になったケース(2020年)の図解



特許出願

出典：経済産業省 四国経済産業局HP
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特許の申請（出願）手続き

出典：特許庁

電子出願書面による出願 特許庁

【書類名】特許願

発明者や出願人等
を記載

特許
印紙

【書類名】特許請求
の範囲

権利を求める
発明の範囲の内容
を特定して記載

【書類名】明細書

発明の内容等
（課題、従来技術等）

を記載

【書類名】図面

発明の内容理解に役
立つ図面を記載
（必要な場合）

【書類名】要約書

発明全体のポイント
を簡素に記載

（公開特許公報への
掲載のみを目的）

（審査対象としてではなく
インデックスとしての

役割）

電子化手数料が必要
（2,400円＋１枚 800円）

インターネット経由の出願が可能
（専用ソフトを使用する）

（現在では大半が電子出願である）



特許請求の範囲（クレームって？）
【請求項１】（物の発明（抗体の発明））
配列番号２のアミノ酸配列からなるＣＤＲ１、
配列番号３のアミノ酸配列からなるＣＤＲ２及び
配列番号４のアミノ酸配列からなるＣＤＲ３を含む軽鎖可変領域並びに
配列番号５のアミノ酸配列からなるＣＤＲ１、
配列番号６のアミノ酸配列からなるＣＤＲ２及び
配列番号７のアミノ酸配列からなるＣＤＲ３を含む重鎖可変領域

を含み、
配列番号３のアミノ酸配列の４番目のアスパラギンがグルタミンに置換されており、さらに、配列番号２のアミノ酸

配列の１１番目のグリシンがアルギニンに置換されている、
ＣＣＲ８に結合するモノクローナル抗体又はその抗体断片。

【請求項１】（物の発明（医薬用途発明））
ＰＤ－１の免疫抑制シグナルを阻害する抗ＰＤ－Ｌ１抗体を有効成分として含む癌治療剤。

【請求項２】
抗ＰＤ－Ｌ１抗体が、ＰＤ－１およびＰＤ－Ｌ１の相互作用を阻害する請求項１記載の癌治療剤。 

【請求項１】（物を生産する方法の発明（細胞の製造方法））
以下の工程を含む、多能性幹細胞から大脳皮質ニューロンを製造する方法：
（i）多能性幹細胞をTGFβ阻害剤、bFGF、Wnt阻害剤、及びBMP阻害剤を含む培養液中で浮遊培養する工程、
（ii）前記工程(i)で得られた細胞をWnt阻害剤、及びBMP阻害剤を含む培養液中で浮遊培養してスフェアを得る工程、
（iii）前記工程(ii)で得られたスフェアを培養して大脳皮質を形成させる工程、及び
（iv）前記工程（iii）に続いてさらに、CD231、PCDH17及びCDH8から成る群より選択される少なくとも一つのマー

カータンパク質が陽性である細胞を抽出する工程。



新規性喪失の例外規定の適用について
特許法では、特定の条件の下で発明を公開した後に特許出願した場合には、先の公開
によってその発明の新規性が喪失しないものとして取り扱う規定（発明の新規性喪失
の例外規定（特許法第30条））が設けられている。

発明の新規性喪失の例外規定の適用を受けるための手続について
（令和3年10月1日 特許庁 調整課 審査基準室作成より抜粋）

デメリット
・海外への出願を予定している
場合には、このような規定がな
い、あるいは論文発表や学会発
表については該規定の適用を認
めていない国があるため（例：
欧州や中国等）、注意が必要で
ある。

そのため、
論文公開や学会発表直前であれ
ば、米国仮出願制度利用も検討



米国仮出願

米国仮出願
出願日から12ヵ月以内に本出願を行うことを前提に先願の地位を得られる米
国特有の制度
①必要書類
(i) 明細書
(ii) 図面（必要な場合のみ）
＊通常の出願とは異なり、クレームは不要。
＊明細書は、日本語で提出することも可（日本語と英語のmix等も可）。
＊英語翻訳文は、本出願を行うまで不要。
＊なお、明細書としては書式などは厳密に定められていないが、実施可能要件の充足は必要。

②米国仮出願の利用例
＊学会発表を間近に控え、学会発表原稿を基礎として出願日だけを確保しておきたい場合
＊論文発表日が迫っているものの、特許出願の準備をする時間がなく、将来的に、日本、アメリカ、カナダ
以外の国にも特許出願する可能性がある場合等



審査請求から特許査定まで

出典：経済産業省 四国経済産業局HP
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特許証

サンプル



特許公報



発明の創出 出願権利化 ポートフォリオ管理 クリアランス
ライセンス 係争

発明創出から権利行使まで



【権利者】アイホン株式会社
【登録番号】第460472号
【出願日】昭和29年（1954）4月9日
【指定商品又は指定役務】電信機，電話機

【権利者】アップル インコーポレイテッド
【登録番号】第5125678号
【出願日】平成19(2007)年 7月 6日
【指定商品又は指定役務】コンピュータ、被服、放送 など

【権利者】アイホン株式会社
【登録番号】第5147866号
【出願日】平成18(2006)年 9月 19日
【指定商品又は指定役務】携帯電話 など

【権利者】アップル インコーポレイテッド
【登録番号】第5147917号
【出願日】平成20(2008)年 1月 15日
【指定商品又は指定役務】おもちゃの携帯電話 など

商標「iPhone」のライセンス交渉

ライセンス



ライセンス
実施権について（実施権の種類）

実施権

許諾実施権
専用実施権

通常実施権 独占的通常実施権
裁定実施権

法定実施権

どのようなライセンスを行うか、ビジネスモデルを踏まえて設計することが肝要。



ライセンス
許諾実施権（ライセンス（契約））について

専用実施権 通常実施権
独占的通常実施権 通常実施権

独占性 〇 〇 ×
排他性 〇 ×（特約があれば可＊） ×
登録の必要性 〇 × ×
効力の発生 登録時 契約時 契約時
差止請求権の有無 〇 × ×
損害賠償請求権の有無 〇 〇 ×

＊ライセンサーの実施ができない旨の特約を付すことができる（完全独占的通常実施権）



ライセンス
ライセンス契約までの流れ（企業がライセンシーの場合）

出典：国立研究開発法人科学技術振興機構（JST)のHP



第２章：特許要件（新規性／進歩性判断）



特許を取得するための要件

法目的より、一定の要件を満たした発明のみに独占権が付与される。

（１）主体的要件（人的要件） ⇨特許出願ができる者
①発明者
②承継人（発明者から「特許を受ける権利」を承継した人）

（２）客体的要件  ⇨特許を受けることができる発明
① 産業上利用することができるかどうか（特許法第29条第1項柱書）
② 新しいものであるかどうか=新規性=（特許法第29条第1項）
③ 容易に思いつくものでないかどうか=進歩性=（特許法第29条第2項）
④ 先に出願されていないかどうか（特許法第39条及び特許法第29条の2）
⑤ 公序良俗等を害しないか（特許法第32条）
⑥ 明細書等の記載は規定どおりか（特許法第36条）

（３）手続的要件  ⇨一定の様式に従った特許出願手続
① 特許願・明細書・特許請求の範囲・要約書・図面



客体的要件
発明とは？

特許法２条
この法律で「発明」とは、自然法則を利用した
技術的思想の創作のうち高度のものをいう。

（１）自然法則を利用していること
（２）技術的思想であること
（３）創作であること
（４）高度のものであること

【発明に該当しない例】
・自然法則以外の法則
（経済法則など）

・自然法則それ自体
（エネルギー保存則、万有引力の法則など）

・数学上の公式やゲームのルール
・永久機関のように自然法則に反するもの
・いわゆる技能
（フォークボールの投球方法など）

・美的創作物
（絵画、彫刻など）

・単なる情報の提示
（操作マニュアルなど）

・単なる発見
（Ｘ線の発見など）



客体的要件

産業上利用することができるかどうか

【産業として利用できるものに該当しない事例】

◆人間を手術、治療又は診断する方法の発明
（医療機器、医薬自体は物の発明に該当する）

◆業として利用できない発明
・個人的にのみ利用される発明（猫舌向けお茶の飲み方等）
・学術的、実験的にのみ利用される発明

◆理論的には発明の実施が可能であっても、その実施が実際上考えられない発明
・紫外線防止のため地球を紫外線吸収フィルムで覆う方法等

人道上広く解放すべき

事業の可能性なし

実際に実施されない



「新規性」と「進歩性」を満たした発明のみ、特許を受けることができる。

第29条第1項（新規性）
産業上利用することができる発明をした者は、次に掲げる発明を除き、その発明につ

いて特許を受けることができる。
一 特許出願前に日本国内又は外国において公然知られた発明
二 特許出願前に日本国内又は外国において公然実施をされた発明
三 特許出願前に日本国内又は外国において、頒布された刊行物に記載された発明又は
電気通信回線を通じて公衆に利用可能となつた発明

第29条第2項（進歩性）
特許出願前にその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が前項各号

に掲げる発明に基いて容易に発明をすることができたときは、その発明については、同
項の規定にかかわらず、特許を受けることができない。

新規性／進歩性判断



「新規性」判断
特許制度の趣旨は、発明の公開の代償として独占権を付与するものであるから、
特許権が付与される発明は、新規な発明でなければならない。

新規性の判断

特許請求の範囲に記載の請求項に係る発明と、引用する先行技
術（引用発明）とを対比する。

相違点あり⇒新規性あり

相違点なし⇒新規性なし



【進歩性の判断手順】
①請求項に係る発明（本願発明）の認定 
本願発明の認定は特段の事情がない限り，特許請求の範囲の記載に基づく。

②引用発明の認定 
技術常識を参酌することにより導き出せる事項も引用発明の認定の基礎とできる。

③本願発明と引用発明との一致点・相違点の認定 
④相違点の検討（進歩性判断の論理づけ） 
進歩性の存在を否定し得る論理の構築を試みる。
⇨論理づけができた場合・・・進歩性が否定（特許性なし）
⇨論理づけができない場合・・・進歩性は否定されない（特許性あり）

論理づけは種々の視点、広範な観点から行うことが可能である。⇒具体的には・・・

「進歩性」判断



論理づけは、具体的には以下のような観点からの論理づけが通常行われている。
・相違点に係る構成が、最適材料の選択・設計変更、単なる寄せ集め（設計事項等）か否か。
・相違点に係る構成について、組み合わせ又は置換の動機づけとなり得るものがあるか。
・引用発明と比較した有利な効果があるか。

一般に、相違点の構成に係る証拠がない場合には、相違点に係る構成が設計事項か否かを判断する。
一方、相違点の構成に係る証拠がある場合には、技術分野の関連性、課題の共通性、作用、機能の共通性、
引用発明の内容中の示唆等の観点から構成の組み合わせ又は置換の動機づけとなり得るか判断する。
ただし、刊行物中にこのような論理づけを妨げるほどの記載（阻害要因）があれば、引用発明としての適格
性を欠く（とされている）。
また、引用発明と比較した有利な効果が明細書等の記載から明確に把握される場合には、進歩性の存在を肯
定的に推認するのに役立つ事実として、これを参酌する。

これらを順次判断して、進歩性あり、なしの判断を行う。

新規性／進歩性判断



新規性／進歩性判断

出典：知的財産権制度入門（平成 22 年度特許庁）



出典：進歩性検討会報告書（平成19年3月 特許庁審判部）

新規性／進歩性判断



出典：進歩性検討会報告書（平成19年3月 特許庁審判部）

新規性／進歩性判断



第３章：化学・バイオ発明の適切な権利化に向けたポイント



医薬（用途）発明について

医薬発明は、ある物（注 1）の未知の属性の発見に基づき、当該物の
新たな医薬用途（注 2）を提供しようとする「物の発明」である。
(注 1) ここでいう「物」とは、有効成分として用いられるものを意味し、化合物、細
胞、組織、及び、天然物からの抽出物のような化学構造が特定されていない化学物質
(群)、並びに、それらを組み合わせたものが含まれる（以下、化合物等）。

(注 2) ここでいう「医薬用途」とは、以下の（i）又は（ii）を意味する。
（i）特定の疾病への適用
（ii）投与時間・投与手順・投与量・投与部位等の用法又は用量(以下｢用法又は用量｣
という。)が特定された、特定の疾病への適用



医薬（用途）発明のクレームとは
【請求項１】（i）のクレーム
ＰＤ－１の免疫抑制シグナルを阻害する抗ＰＤ－Ｌ１抗体を有効成分として含む癌治療剤。

【請求項１】（i）のクレーム
Ｎ－［２－（２－メチル－６，７－ジヒドロ－８Ｈ－インデノ［５，４－ｄ］［１，３］オキ

サゾール－８－イリデン）エチル］アセトアミドまたはその塩を含有する、せん妄の予防または
治療剤。

【請求項１】（ii）のクレーム
ヒトに対して０．０２ｍｇ／ｋｇ体重の、Ｎ－［２－（２－メチル－６，７－ジヒドロ－８Ｈ

－インデノ［５，４－ｄ］［１，３］オキサゾール－８－イリデン）エチル］アセトアミドまた
はその塩が、１日１回、７日間経口投与されるように用いられる ことを特徴とする、該化合物ま
たはその塩を有効成分として含有する、せん妄の予防または治療剤。

米国では許容されるクレームタイプ（日本では認められない）
・哺乳動物に対して有効量の抗ＰＤ－Ｌ１抗体を投与することを含む、癌治療方法。

欧州では許容されるクレームタイプ（日本では認められない）
・せん妄の予防または治療における使用のためのＮ－［２－（２－メチル－６，７－ジヒドロ－
８Ｈ－インデノ［５，４－ｄ］［１，３］オキサゾール－８－イリデン）エチル］アセトアミド。



医薬（用途）発明の実施可能要件
医薬発明は、一般に物の構造や名称からその物をどのように作り、どのように
使用するかを理解することが比較的困難な技術分野に属する発明である。その
ため、当業者がその発明を実施することができるように発明の詳細な説明を記
載するためには、出願時の技術常識から、当業者が化合物等を製造又は取得す
ることができ、かつ、その化合物等を医薬用途に使用することができる場合を
除き、通常、一つ以上の代表的な実施例を記載することが必要である。そして、
医薬用途を裏付ける実施例として、通常、薬理試験結果の記載が求められる
（審査基準「第 II 部第 1 章第 1 節 実施可能要件」の 3.1.1(3)参照）。

＊薬理試験結果についての記載の程度
薬理試験結果は、請求項に係る医薬発明における化合物等に薬理作用があることを確認する
ためのものである。したがって、原則、（i）どの化合物等を、（ii）どのような薬理試験系
において適用し、（iii）どのような結果が得られたのか、そして、（iv）その薬理試験系が
請求項に係る医薬発明の医薬用途とどのような関連性があるのか、の全てが、薬理試験結果
として明らかにされなくてはならない。

論文における（追試による）再現可能性のようなもの



医薬（用途）発明のサポート要件
＊判断手法
請求項に係る発明が、発明の詳細な説明において「発明の課題が解決できることを
当業者が認識できるように記載された範囲」を超えるものであるか否かを調べるこ
とによりなされる。
請求項に係る発明が、「発明の課題が解決できることを当業者が認識できるように
記載された範囲」を超えていると判断された場合は、請求項に係る発明と、発明の
詳細な説明に発明として記載されたものとが、実質的に対応しているとはいえず、
特許請求の範囲の記載はサポート要件を満たしていないことになる。

＊サポート要件違反の一例
請求項には、性質により規定された化合物を有効成分とする特定用途の治療剤の発
明が包括的に記載されているが、発明の詳細な説明には、請求項において有効成分
として規定された化合物のうち、ごくわずかな具体的な化合物について特定用途を
裏付ける記載がされているにすぎず、出願時の技術常識に照らしても、請求項に係
る発明の範囲まで、発明の詳細な説明において開示された内容を拡張ないし一般化
できるとはいえない場合
（例：クレームの文言：骨形成タンパク質（BMP） 実施例：BMP４のみ）



食品の用途発明について
特定保健用食品制度（1991年～）や機能性表示食品制度（2015年～）を受けて、
下記のようなクレームも、食品の用途発明として認められるようになった。
【請求項 1】
成分Ａを有効成分とする二日酔い防止用食品組成物。 

【請求項 2】
前記食品組成物が発酵乳製品である，請求項 1 に記載の二日酔い防止用食品組成物。 

【請求項 3】
前記発酵乳製品がヨーグルトである，請求項 2 に記載の二日酔い防止用食品組成物。 

（要件）
（ⅰ）「二日酔い防止用」という用途が、成分Ａがアルコールの代謝を促進するという未知の属性を
発見した ことにより見いだされたものであるとき。
 

（ⅱ）その属性により見いだされた用途が、「成分Ａを含有する食品組成物」について従来知られて
いる用途 とは異なる新たなものであるとき。 
（請求項に係る発明の認定についてのこの考え方は、食品組成物の下位概念である発酵乳製品やヨーグルト
にも同様に適用される。）



多能性幹細胞由来の分化細胞のジレンマ
多能性幹細胞由来の分化細胞は、移植等を考慮した場合、生体に存在する細胞
や既知の培養細胞と近いほどよいと言える。
しかしながら、特許では、分化細胞がこのような細胞に近ければ近いほど、差
異点が見出しにくく、結果、新規性を喪失することとなる。
このような研究におけるジレンマは、例えば、以下のようなクレームで妥協点
を検討してもよい。
＊プロダクト・バイ・プロセスクレームの活用
【請求項１】
体細胞に初期化因子を導入することで製造される多能性幹細胞。

上記発明は、得られる細胞の観点から見た場合、ES細胞と同じと言えるが、製造方法の観点か
ら、『体細胞に初期化因子を導入することで製造』するような細胞の製造方法が従来の方法と
区別できるのであれば、権利化される可能性があるといえる。
（なお、細胞の製造方法のクレームがメインクレームの場合が、現実的ではないか考えられ
る。）



診断方法について
日本では、ヒトを対象とした診断方法（病気の発見等、医療目的で身体・器官の状態・構
造など計測等する方法（Ｘ 線測定法等）、診断のための予備的方法（心電図電極配置法）
など）については、特許性が認められていない。
しかしながら、化学・バイオの研究成果としては、疾患等の診断方法に用いることができ
るようなものが多々ある。
＊診断補助方法や診断支援方法（と該方法を実施するためのキット）という主題の活用
【請求項１】
対象において、以下の（Ａ）～（C）の遺伝子変異の少なくとも１つを検出することを含む、悪性リンパ

腫の診断を補助する方法。
（Ａ）X変異、
（Ｂ）Y変異、および
（Ｃ）Z変異
【請求項２】
悪性リンパ種の診断を補助する方法を実施するためのキットであって、以下の（A）～（Ｃ）の遺伝子変

異の少なくとも１つを検出するためのプローブおよび／またはプライマーを含むことを特徴とする、前記
キット。
（Ａ）X変異、
（Ｂ）Y変異、および
（Ｃ）Z変異



第４章：化学・バイオ系の発明の国際出願について



PCT出願（国際出願）
各国特許庁へ
直接出願

ＰＣＴ
国際出願

Ａ国出願

Ｂ国出願

Ｃ国出願

Ｄ国出願

Ａ国制度に沿って手続き

Ｂ国制度に沿って手続き

Ｃ国制度に沿って手続き

Ｄ国制度に沿って手続き

国際出願 国際調査 各国移行

Ａ国移行

Ｂ国移行

Ｃ国移行

Ｄ国移行

国際公開
翻訳文作成

出願の束

PCT 締約国は2021年４月現在153ヶ国

日本出願

日本出願

１２カ月

１２カ月

３０カ月

翻訳文作成

１８カ月

優先権

優先権

【パリルート】
・出願国判断：１２カ月以内
・翻訳文提出：１２カ月以内

【ＰＣＴルート】
・出願国判断：３０カ月以内
・翻訳文提出：３０カ月以内

各国の法令に沿った手続き

各国の法令に沿った手続き



PCT出願と欧州特許出願／外国出願の傾向
ＰＣＴ
国際出願

国際出願 国際調査 各国移行

Ａ国移行

Ｂ国移行

欧州移行
国際公開

出願の束

日本出願

１２カ月

３０カ月
１８カ月優先権

登録査定

登録査定

登録査定

ドイツ

フランス

スペイン
特許の束

・成立した特許権の効力は各国の法令に依存
・成立した特許権の有効性は各国毎に争われる

化学・バイオ系の外国出願の傾向としては、一般的に、グループ１⇒グループ３のように思われる。
グループ１：日本、米国、ＥＰＯ（特に、イギリス、ドイツ、フランス）
グループ２：オーストラリア、中国、韓国、カナダ、台湾
グループ３：メキシコ、ブラジル、シンガポール、イスラエル、南アフリカ、インド
企業等へのライセンスを意識した場合、グループ１が特に重要であり、また日本の企業であれば、
グループ２への興味も大きいと思われる。



ご清聴ありがとうございました
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